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４）NZQAはNew Zealand Qualifications Authorityの略。日本の文部科学省にあたる教育省
（Ministry of Education）の機関である。このNZQAでは、各人が取得した単位や資格が、
ニュージーランド国家資格に値するのかを審査したり、認定している。
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Ⅳ．介護労働の現状と課題
はじめに
2008年９月、総務省は介護保険事業などに関する行政評価・監査の結果に基づく勧
告を厚生労働省に行い、介護サービス従事者が定着するような介護報酬の検討、介護予
防プラン作成に関するケアマネージャーに対する報酬の見直し、無届け有料老人ホー
ムや高齢者専用賃貸住宅に対する指導監督の徹底を指示している。
そのような背景には2006年度の22都道府県・76市町村・77有料老人ホームの調査結
果により離職率が21.6％で全産業平均16.2％を遥かに上回っていることが指摘される。
そのような高離職率に関連する調査は他の介護種別等でも行われている。
介護労働者を直接掌握する官庁の厚生労働省はそのような実態を受け止め、対策を
考えて来年度予算要求において、資格を持ちながら介護から離職した者に再度、介護
職に復帰を促す研修や新規事業として介護の経験のない者を雇用した法人に１人の雇
用につき最大で年50万円を助成する未経験者対策として42億円を予算要求することが
報道されている。
このような対策が全く無意味とは言い切れないが、果たしてこのような対策が現状
の本質を適切に分析した対策であろうか、あらためて介護労働の目的や性格、労働環
境を明らかにしながら論考してみたい。
１．介護労働とは何か
「はじめに」で問題の所存に関し若干ふれたが、その前提である介護労働に関する
定義についてふれておきたい。
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定義に関しては議論があるが、筆者は「身体的、精神的な障害によって生活障害に
陥っている部分を介助や援助等によって補完し、社会的人間として日常生活が支障な
く営めるように支援する労働」と捉えている。
未だ明確な定義や概念規定にはいたっていないと個人的には理解せざるをえず、介
護労働を論ずる上では今後の重要なテーマであろう。
法制では社会福祉士法及び介護福祉士法の第２条で介護福祉士に関する定義として
旧法が「…入浴、排泄、食事その他の介護等を行うことをとする者…」とあったが07
年度の改正により、「専門的知識・技術をもって、心身の状況に応じた介護等を行う
ことを業とする者…」と変わった。
厚生労働省は法制の定義変更に関して、旧法は入浴や排泄、食事等の身体介護重視
であり、今後は対象としての認知症やターミナルケア等を重視する介護としての特徴
を明確化したとの説明がなされている。
旧法の介護福祉士の定義に関しては従来、「３大介護」と称されてきたものである。
法改定ではその３大介護は身体介護に偏重であったと批判がなされ、法が改正されて
きたわけだが、筆者は必ずしもそういう立場にはない。３大介護が身体介護に偏重し
ていると言われるが、例えば入浴介護は身体的に洗体が主であり、清潔が達成課題と
して求められるだろうが、入浴に必ずしも意欲的な利用者が入浴を試みられるよう促
す精神的心理的アプローチが必要であり、単なる身体介護に限らず精神心理的支援が
介護の専門性として重要な課題が存在していることは否定できない。
ここでは旧法と改正法の介護福祉士の定義に関して深い論考は求められていないが
介護労働を論ずる際にその基本的性格を明確化することは必須であろう。介護労働は
単に身体的介護のみに限定できず、精神的心理的介護の両面が考えられる。その意味
において、介護を必要とする対象の障害状態の分析、支援すべき課題分析、さらに専
門的支援技術の展開等、理論と実践の統合的方法論の力量が求められる労働と捉える
べきではないだろうか。
そのような介護労働に関しての基本的性格に基づく具体的実践を展開する上で、わ
が国の場合、介護保険制度と障害者自立支援法の２つの法制度が対象の高齢者や障害
者介護サービスに大きな影響を与えていることも指摘しておかなければならない。と
りわけ、従来の措置制度による介護サービスが利用契約制度に転換し、利用者の介護
保障が確立したようにも言われているがサービスを提供する側の介護の現状と問題点
について論考してみたい。
２．介護労働の現状と問題点
（１）非正規雇用者の増大と問題点
現在、わが国の雇用全体の現状として非正規雇用が増大しており、非常勤雇用、派
遣労働等も含め、従来のわが国の伝統的終身雇用制度によって、概ね正規雇用による
安定的雇用形態は大きく変化したものと言える。2008年１月から３月までで3371万人
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のうち、1737万人が非正規雇用となり、2000年に約24％であったものが８年間で約
10％の増加である。そのようなわが国の非正規雇用の増加傾向は介護労働ではどのよ
うになっているのだろうかについて考えてみたい。厚生労働省の発表によると2005年
で全介護労働者約112万４千人のうち、正規雇用は約66万人で58.4％、非正規雇用は
約47万人で41.6％となる。2000年では非正規雇用が34.9％であるから、５年の間に約
６％、非正規雇用が相対的に増加することになる。
また、施設介護労働と在宅介護サービス介護労働を比較すると施設介護労働は５年
の間では非正規雇用が10.8％から14.1％に増加し、在宅介護サービスは約52％前後の
横ばい傾向にある。
介護労働安定センターの2006年６月の調査では在宅サ－ビスの中のホームヘルパー
の非正規雇用のうち、短時間型非定型者（登録ホームヘルパー）は、34.2％、時間固
定パートは11.1％となり、正規雇用労働者が月額平均22万1400円だが、非定期雇用の
平均は８万2500円である。
さらに問題なのは非正規のホームヘルパーの場合、巡回型ヘルパー方式を現在は
とっており、移動や待機時間があるが、それらの交通費保障等で約55％は実質払われ
ていないのである。正規雇用に関しても言えるが拘束時間と実働時間が曖昧であり、
介護保険による介護報酬制度と事業所の負担が不透明なのである。
また2007年12月の日本医療労働組合連合会の発表によると「疲れが翌日も残る」は、
43.2％、｢休日でも回復しない｣は18.1％でその内訳は、腰痛53.9％、肩凝り51.1%、手
荒れ40.8%となり、人員不足による業務過密は73％、仕事を辞めたいと思ってことが
あるは55.3%にも上るのである。
（２）介護労働における賃金保障と労働環境問題
厚生労働省の2004年の発表によると、介護労働を選んだ理由は「働きがいのある仕
事だと思ったから」が64.6％で最も多い。続いて「自分の能力・個性・資格が活かせ
ると思ったから」が36.8％である。「給与等の収入が多いから」や「労働条件が良い
から」等はそれぞれ10％以下になる。
しかし、何らかの事情により離職する割合は2008年の介護労働安定センターの発表
によると21.6％になり、一般全労働者の離職15.4%を遥かに上回る。そして仕事をし
ていく上での悩みは、介護を選んだ理由とは反対にトップは「給与等の収入が低い」
が47.8%となり、「有給休暇が取りにくい」43.9%と続き、さらに仕事がきつい、自分
の能力を伸ばすゆとりがない、仕事の内容に展望がもてないと続く。
転職に関して、2005年に日本介護福祉士会が会員を対象に調査しているが、そこで
も「給与が低い」（14.8%）「昇進等、将来の見通しがない」（11.4％）となり、さらに
労働条件が悪い、夜勤や不規則勤務等がある、体調を崩したため等が続く。それでは
問題になっている給与等の経済的保障に関して考えてみたい。2007年の厚生労働省の
「賃金構造基本統計調査」によると、全労働者の月額平均給与は約33万円、年収で457
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万円である。施設介護職（女）の月額平均給与は約20万円、年収は約277万円である。
他の専門職では看護師が約31万円、年収でも約416万円となり、全労働者や看護師と
比較しても介護労働の基本的性格や労働内容がこんなにも低い賃金評価に甘んじる理
由が見当たらない。
千葉県の某介護施設で介護労働者と面談したことがあったが、結婚したいが今の給
与では転職せざるをえないという切実な訴えがあった。
給与等の経済的生活保障以外にも介護労働環境は厳しいものがあると言わざるを得
ない。
前述での転職の理由に関して、体調や夜勤等の労働の困難性を指摘したが、2006年
の介護労働安定センターの調査では腰痛の自覚症状に関して、「多いにあり」と「あり」
は、約49%であり、２人に１人が腰痛を訴え、コルセットを使用しているものは約
33%になっている。予防的に使用している者もいるだろうし、また腰痛等の職業病の
罹患によりマッサージや整形外科等で治療を受けているものも多いものと思われる。
厚生労働省は「福祉人材確保指針の見直し」を発表し、キャリアと能力に見合う給
与体系の構築、適切な給与水準の確保、給与水準・事業収入の分配状況等の実態を踏
まえた適切な水準の介護報酬の設定、介護報酬等における専門性の高い人材評価の在
り方の検討、さらに労働時間の短縮の推進、労働関係法規の遵守、健康管理対策等の
労働環境の改善を指摘した。ぜひ、これらの指摘内容を実施されることを望みたい。
Ⅴ．考察
福祉サービスの中で中核を担う保育・介護労働の現状と問題点そして課題について
分析、論考してきた。
多くの点で共通性が理解できた。保育・介護のニーズの拡大に伴い専門職の拡充が
図られてきた。
保育・介護に携わりたい理由の多くは働きがいを期待したにもかかわらず、離職率が
高い傾向があり、そこには給与等の労働条件や労働内容の劣悪な実態が浮かび上がっ
ている。
それらの改善なくして、今後ますます増大するであろう。それに伴って保育・介護
サービスを担う専門職の確保は困難であろう。
厚生労働省は外国人労働者や国内のフリーター等の勧誘を講じようとしているが、
そのような施策を全く否定する立場にはないが、人材が確保できなくなってきた問題
の根源を理解し、その改善を図ることの重要性が今回の論考でも明らかになっている。
給与等の経済的保障は公的財源が求められるが、保育や介護の専門職としての力量
の発揮に関しての専門的な高度な指導の欠如も明らかになった。それらに対する適切
な指導者の養成や研修制度や、カンファレンス、チームワーク等の技術や方法論の展
開が可能な状態も考察すべきであろう。
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Ⅵ．今後の研究
今回、諸外国を視野に入れ、比較検討し、わが国の展望を構築したかった。
保育労働に関しては佐藤論文によってニュージーランドの政策や労働実態と課題等
が分析されている。今後、介護労働に関しても諸外国の実態を分析し、わが国の課題
を考究してみたい。
わが国の保育労働に関しては細井論文によって非正規労働の実態も紹介、分析され
た。国政の動向に関しては厚生労働省の情報によって、かなり理解できる段階にある
ものと思う。
今後は卒業生などを対象に調査分析を試み、国の動向とも比較し、問題点と課題に
接近したい。
淑徳短期大学研究紀要第48号（2009.2）
― 20―
20
